
 
⑶  道路等のインフラの整備や維持管理を担う人材の確保 

【施策の目的】 

道路等のインフラを将来にわたって安全に利用し続けられるよう、これらの整備や維持

管理を担う人材を確保します。 

 

【評価】 

＜前年度から評価実施年度上期までの成果と課題＞  

・ 建設産業を担う人材の確保については、団体等が行う児童生徒等を対象とした現場見学

会や体験学習等の取組を支援している。実施団体数は近年増えており、県内全域におい

て、幅広い層に建設産業の役割や魅力を伝え、理解を促した。 

・ 県が主体となって業界全体の魅力発信の取組を行うことにより、小中学生や高校生、そ

の保護者等の意識向上、建設業に対するイメージアップを図っているが、新規高卒者の

建設業への県内就職率の向上にはつながっていない。 

・ 週休２日工事の定着や、ＩＣＴ機器・建機導入等の補助等、生産性向上につながる支援

を行ったことなどにより、建設業の常用労働者１人当たりの総実労働時間数は減少した。 

・ 生産性向上等の経営基盤強化に向けた相談対応やアドバイスを行うためのコーディネー

ターを１名配置するとともに、専門的なアドバイスを必要としている事業者に外部専門

家の派遣を行ったことにより、人材確保等の経営課題の解決につなげた。 

・ 資格取得に向けた講習会開催の支援や、ＩＣＴ活用工事の普及・啓発を図るための研修

を行うことにより、建設産業を担う人材のキャリアアップを図った。 

 

＜第２期島根創生計画初年度から評価実施年度上期までの複数年度にわたる成果と課題＞ 

※上記で重複しない成果・課題を記載 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

 

【今後の方向性】 

① 建設産業を担う人材の確保 

建設産業団体等が行う、建設産業の魅力等を伝える体験事業等の取組や多様な人材

の入職を促進するための取組を支援する。 

県も主体的に、小中学生や高校生、その保護者等を対象とした魅力発信事業に取り

組んでいく。 

外国人材の活用を促すため、現地視察や県内セミナー等を実施する。 

② 処遇改善等による人材の定着 

適切な賃金確保や週休２日工事、ＩＣＴ活用工事の推進等による処遇改善や生産性

向上等の取組を推進する。 

建設業における働き方改革推進のための取組を実施する。 

③ 技能向上等による人材の育成 

キャリアアップを図るために必要な専門資格取得の取組を支援する。 

生産性向上を図るため、デジタル技術等の先進的な知識・技術を習得し、活用でき

る人材の育成を推進する。 

 

Ⅲ 地域を守り、のばす 

５ 地域の生活基盤を支える人材の確保 

この欄は複数年度にわたる成果と課題を記載するため令和９年度から記載 



 

【施策の主なKPIの状況】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 高校卒業時の県内就職率（建設業）
【当該年度３月時点】

2) 建設業の常用労働者１人当たりの総実労
働時間数（月平均）【前年度１月～当該年度
12月】

3) 建設業における新規高卒就職者の就
職後３年定着率【前年度３月時点】

4) しまねの建設担い手確保・育成事業を活
用し人材確保育成に取り組んだ建設産業団体
数【当該年度４月～３月】
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（第２期島根創生計画に掲げる施策の【取組の方向】）
①建設産業を担う人材の確保
 　建設産業団体等が行う、建設産業の魅力等を伝える体験事業等の取組や多様な人材の入職を促進するための取組を支援します。専
門工種を含む建設産業の仕事内容や魅力、キャリアイメージを若い世代とその保護者等に伝える取組を実施し、建設産業への入職を促
進します。

②処遇改善等による人材の定着
 　適切な賃金確保や週休２日工事、ＩＣＴ活用工事の推進等による処遇改善や生産性向上等、人材の定着に向けた取組を推進します。

③技能向上等による人材の育成
　 キャリアアップを図るために必要な専門資格取得の取組を支援します。生産性向上を図るため、デジタル技術等の先進的な知識・技
術を習得し、活用できる人材の育成を推進します。

％

団体

高校卒業時の県内就職率（建設業）【当
該年度３月時点】

建設業の常用労働者１人当たりの総実労
働時間数（月平均）【前年度１月～当該年
度12月】

建設業における新規高卒就職者の就職
後３年定着率【前年度３月時点】

※定着率は、「100％－離職率」で算定。離職率は雇用保
険の届け出状況によって計上するため、島根県以外で離職
した者を含む。
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しまねの建設担い手確保・育成事業を活
用し人材確保育成に取り組んだ建設産業
団体数【当該年度４月～３月】
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Ⅲ－５－(3)　道路等のインフラの整備や維持管理を担う人材の確保
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誰(何)を対象として どういう状態を目指すのか

1 しまねの建設担い手確保・育成事業 建設業者 必要十分な従業員を確保し、定着している。 90,749 105,719 土木総務課

事務事業の一覧

Ⅲ－５－(3)　道路等のインフラの整備や維持管理を担う人材の確保施策の名称

事務事業の名称
前年度の
事業費
（千円）

今年度の
事業費
（千円）

所管課名
目的



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

年 度
計上
分類

上位の施策

上位の施策

・建設産業の役割や魅力を伝え、理解を促進するため、児童生徒等を対象として開催された現場見学会等、建設産業団体や建設事業者
が行う取組を支援した。（R6参加者数　　高校生：270名、小中学校：1,282名、児童及び保護者：600名）
・県が主体となって業界全体の魅力発信の取組を行い、小中学生や高校生、その保護者等の意識向上を促した。
・生産性向上等の経営基盤強化に向けた相談対応のため、コーディネーター１名を配置する（R6指導実績：118件、125回）とともに、専門
的な課題解決のため、外部専門家の派遣（R6派遣実績：  18件、 54回）を行った。
・生産性向上につながる支援を行ったことなどにより、建設業の常用労働者１人当たりの総実労働時間数は減少した。
・スキルアップのための資格取得に向けた講習会の開催等を支援することにより、建設産業を担う人材のキャリアアップを図った。

・生徒数が減少する中、建設関連学科のみの新規高卒者及び中途採用者で充足できていない。
・新規高卒者の県内就職が減少している。
・新規高卒就職者の3年離職率が増加している（島根労働局発表資料）

-

高校卒業時の県内就職率（建設業）【当該年度３月
時点】
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164.1
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令和6年度の実績額

単位

-

12.6

建設業者

必要十分な従業員を確保し、定着している

Ⅰ－３－(2)　働きやすい職場づくりと人材育成

目標値

Ⅲ－５－(3)　道路等のインフラの整備や維持管理を担う人
材の確保

事務事業評価シート

令和７年度

しまねの建設担い手確保・育成事業

令和7年度の当初予算額

97,719

105,719

土木総務課担 当 課

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

○建設産業団体や建設事業者が行う以下の取組への補助
　・現場見学会等の開催　・若年者の入職を促進する広報　・外国人雇用等による人材確保　・女性の入職促進に向けた活動
　・生産性向上に資する機器類の導入　・除雪機械運転資格取得　・資格取得講習会等の開催
○小中学生や高校生、その保護者等を対象とした魅力発信事業（新聞、小冊子、動画、建設業体験授業、親子バスツアー、専門工種体験
事業等）
○経営基盤強化のためのコーディネーター派遣、専門的な課題解決のための外部専門家の派遣
○建設業における働き方改革推進のための説明会やセミナーを実施
〇外国人材の活用促進を図るため、ベトナムチャーター便を活用した現地視察や県内セミナーを実施
○建設業における働き方改革推進のため、技術者の労働時間を削減する取組として、建設現場とオフィスをつなぐバックオフィス業務に関
する説明会やセミナーを実施
○建設産業の担い手不足を補うため、外国人材の活用は不可欠であり、ベトナムチャーター便を活用した現地視察や外国人材活用促進の
ための県内セミナーを実施

目的

2

目標値

-

事務事業の名称

1

・高校生や保護者に対し、県内の建設業の魅力や働き甲斐が十分に伝わっておらず、県外や他産業への流出が生じていると見られる。
・また、建設関連学科以外の生徒に建設業の仕事内容や魅力が十分に伝わっていない。
・人手不足を補完し、中途採用や離職防止のために必要な現場の労働環境改善や生産性向上に対する個別事業者の取組が進んでいな
い。

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

達成率

令和7年度の

取組内容

評価を踏まえて

見直したこと

令和6年度に行った

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・島根県の建設業における有効求人倍率：R5年度6.20倍→R6年度5.86倍と、全産業の1.36倍→1.27倍を大きく上回る状況が続く（厚労省
「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）第４表・第５表から算定）
・R7.3月時点の新規高卒者の建設業求人数：R5年度794人→R6年度810人に対し、内定者数は171人→146人（県内124人→98人、県
外47人→48人）、県内充足率15.6%→12.1%（島根労働局へ聞き取り）

Ⅰ－２－(4)　成長を支える経営基盤づくり

上位の施策

上位の施策

Ⅰ－３－(1)　多様な就業の支援

・県も主体的に魅力発信に取り組み、県内全ての高校等へのアプローチや小中学生向けの啓発事業を継続
・より不足感の強い技能系職種の体験事業を中高生を対象に実施を継続
・現場の生産性向上（労働環境改善）に効果の高いICT建設機械等の導入支援を継続
・時間外上限規制適用への対応や担い手の確保・定着のために、建設業の働き方改革を促す取組を継続
・キャリアアップに必要な専門資格取得の取組支援を継続

「目的」の達成に
向けた取組による

改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と

なっている点

上記①（課題）が
発生している

原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の

方向性

②
原
因

成
果

実績値

- -

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％-

159.6

-

155.1

実績値
建設業の常用労働者１人当たりの総実労働時間数
（月平均）【前年度１月～当該年度12月】

161.1
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年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 単位
計上
分類

目標値 65.0 65.5 66.0 66.5 67.0

実績値 68.8 60.6

達成率 - - - - - - -

目標値 13.0 13.0 13.0 13.0 13.0

実績値 13.0 13.0

達成率 - - - - - - -

目標値

実績値

達成率 - - - - - - -

目標値

実績値

達成率 - - - - - - -

目標値

実績値

達成率 - - - - - - -

目標値

実績値

達成率 - - - - - - -

目標値

実績値

達成率 - - - - - - -

目標値

実績値

達成率 - - - - - - -

上位の施策

Ⅳ－３－(2)　安心して家庭や仕事に取り組むことができる環境づくり
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単年度
値4

団体

％
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しまねの建設担い手確保・育成事業を
活用し人材確保育成に取り組んだ建設
産業団体数【当該年度４月～３月】

事務事業評価シートの別紙

％

％

建設業における新規高卒就職者の就
職後３年定着率【前年度３月時点】※
定着率は、「100％－離職率」で算定。
離職率は雇用保険の届け出状況によっ
て計上するため、島根県以外で離職し
た者を含む。

ＫＰＩの名称

「ＫＰＩ」が３以上ある場合のみ記載

「上位の施策」が５以上ある場合のみ記載

上位の施策

上位の施策

3

単年度
値

上位の施策 Ⅳ－３－(1)　あらゆる分野での活躍推進

事務事業の名称 しまねの建設担い手確保・育成事業


